
書式第 12号 (法第28条関係)

2025年度

事 業 報 告 用

事 業 報 告 書

1事業の成果
NGOによる18の事業に対する資金協力と6人の功績者への表彰事業を行なうとともに、国内での啓発活動を

通じて、活動の側面的なサポートを行ないました。

資金協力は、全てNCOや市民グループによる活動に協力しました。

・ソーシャルチェンジ支援事業 (2事業)社会的に弱い立場に立たされた人たちが取り残されないように、社会

構造の是正に取り組む活動を2年間にわたり支援する事業に資金協力

① 紙製品を取り扱う日本企業に対する調達方針の策定と人権 DDの実施に向けた働きかけ

日本に暮らす人たちにとつて身近な印刷・情報用紙や衛生用紙のほとんどはインドネシアで作られるか、インド

ネシアからの原料によつて作られています。それらの原料はインドネシアの中でもスマトラ島とカリマンタンの熱帯

林に由来し、伐採によって先住民族を十分な保障なく強制移転させるなど、人権や環境への配慮がないままに

調達されてきています。この事業では、製紙産業の原料調達先で先住民族の人権が尊重され、環境破壊が進ま

ないよう、輸入元の日本企業に調達方針の改善や制定などを働きかけました。

② 日韓国正常化 60年と日韓ミライ世代による東アジア平和構築―日韓青少年の交流及び国連ジュネープ人

権理事会での平和活動アピール

中高生向けの平和に関する体系的な講座を開設し、学校や教科書だけでは知り得ない歴史や政治、多

様な社会課題について学び安心して話せるコミュニティーを作っています。近隣諸国との歴史や関係性

を学び、自分たちの未来が平和なものになるよう議論しました。2025年度は、ジュネープで開かれた国

連人権理事会でサイドイベントを開催し、一般討論セッションにおいては
「
朝鮮半島の平和と歴史的正

義の実現、そして若者世代の人権的責任」をテーマにした文書声明とオーラルステー トメント (口頭声

明)を公式に提出しました。

・『街の灯』支援事業(6事業)人権が尊重され平和で持続可能な社会の実現をめざして、日本の国内外で「光

が当たらない」活動や人たちに光を当てている事業に資金協力。

― 日本国内に暮らす非正規滞在家族の正規化に向けた取り組みと生活支援事業
一 グアテマラ農村部における先住民族の子どもたちのための土曜学級
― レバノン山間部にある難民キャンプにおける子どもたちの学習支援
一 日本国内に暮らす仮放免の高校生への奨学金プロジェクト
ー シリアに帰還した元難民の子どもへの補習校の質の向上と子ども達が生きる力を身に付ける事業
― ■度と戦争を繰り返さないためにアジア・太平洋戦争の時の被害と加害の歴史を未来へ継承する事業

・時局対応支援事業(10事業)緊急時対応、復興支援、緊急時のアドボカシーなど、すぐに資金が必要な事業

への対応

― 原発再稼働への対応
― ブルキナファソにおける国内避難民支援
― カンボジア・タイ国境地域避難住民に対する緊急物資配布事業
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戦争によるウクライナ国内避難民の支援

パレスチナ・ガザ地区における栄養支援従事者を対象とした心理ケア

輸島市の幼稚園と珠洲市の保育園で人形劇を上演し、地域全体をケアする取り組み

能登町「なごみ」を活用した常設の居場所づくり

ミャンマー中部地震緊急救援事業(3事業)

啓発活動は、主にオンラインでの 13回、対面で 2回の主催研修会に加え、パートナー団体との共催による研

修会を5回開催した他、ウェブサイトなどを通じた情報発信に努めました。

またパートナー団体が主導する活動、特にアドボカシーのためのキャンペーン活動や東アジアの平和実現を

目指す次世代フォーラムなどには積極的に参加し、広報から実施運営まで可能な限り協力しました。ほかには寺

院や仏教教団に属する任意団体などが行う啓発活動において講師として協力するほか、活動紹介や報告を行い

ました。

2事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用【24,7951千円)

定款に記載

された

事業名

事業内容 日時 場所
従事者

人数

受益

対象者

範囲

受益

対象者

人数

事業費

(千円)

国際協力等を

行うNGO。 市
民団体への助

成・研修・表彰

等の支援、及

び紛争・災害

時の緊急支援

事業 (NGO支
援事業)

・社会的に弱い立場に立た

された人たちが取り残され

ないように、社会構造の是

正に取り組む活動
。日本国内外で困難を強い

られている諸問題の中で

も、光があたっていない事

業への支援
・2022年 2月 に始まったロ

シアのウクライナ侵攻による

被災者救援活動

・2023年 10月 より深刻化し

たパレスチナ・ガザ地区で

の人道支援活動

・2024年 1月 に発災した能

登半島地震の被災地支援

活動

・2025年 3月 に発災したミ

ャンマー中部地震の被災

者緊急救援活動と提言活

動

・原発再稼働に対応した情

報発信活動
・ブルキナファソの国内避

難民への緊急救援活動

・タイ/カンボジア国境紛
争による国内避難民への

通年 全国 8人

資金協力

団体並び

に各協力

団体の支

援先

17団 体
と、それら

による 18

の事業の

支援先の

方々

表彰され

た 5人と
その 5人
が属する

組織の活

動 地 の

方々

17,572



緊急救援活動
。これまで NGO界で功績を
収めた人や今後の活躍が

期待される人への表彰プロ

グラム

国際協力及び

社会貢献等に

関する広報、

普及啓発、教

育研修及び相

互 交 流 事 業

(研修・ネットワ

ーク事業)

・セミナー、勉強会、研修会

などの啓発活動の実施/
オンラインでの配信

・アーユスの支援者/アー
ユスが協力する団体/一
般市民の交流事業

・アーユスの支援者/アー
ユスが協力する団体/一
般の人たちからの相談対

応

・平和や人権に関するNGO
のネットワーク活動に参加。

・アーユスの支援者や協力

者が主催する啓発事業に

協力

・ウェブや講演を通じた情

報発信

・フェアトレードの推進と商

品の普及、それによる国際

協力の理解促進など

通年

東京/京
都/名古
屋/オン
ライン

7人

市 民 一

般 、日本

国内仏教

関係者 、

NGOス
タッフ

20,000人 9,635



書式第13号 (法第28条関係)

2025年 度 活動計算書 (その他事業がない場合)
事業報告用
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0531500

2 受取寄耐金

550 779
1.100.000

1.100000
0金

3 受取助威金等

口朦L力■を行うNCO・ 市民団体への助咸・研薔・■彰年の■■.■び●●…災書時の■●●●●彙収

2,000.015

0

4 事業収益
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60

経 常 費 用 計

A B

7.782.77:

34.900,050
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書式第15号 (法第28条関係)

2025年 度 貸借対照表
事業報告用

特定非営利渚働崖人7-ユス仏●目朦協カネットワーク

2026.03.31 円

金  ■ 小計・合計料目

57325.167
203,372
1090289
10267

58.620.095

0
2

0

0

0
0

【A】 貴 産 の 部

58.620.097【A】 貴 産 合 計 ①+②

312387
3 1.738

70000

414.625

2919,910
0

2,9:9,910

3.334.535

【B-1 の 部

負 債 合 計 ③+④

58,909,514

(3,674,952)

55.204.562

【B-2 の正 味 財

正 味 財 産 合 計

58.620.097【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】

(1)有移固定責産

(2)彙影固定責産

(3)投資その他の資産

固定資産合計 ・・・②



16 28

2025年 度  計算書類の注記 事業報告用

2026.03.31
特定非営利活動 アーユス仏教国際Bカネットワーク

重要な会計方針

計算書類の作成は、証Ю法人会計基準(2010年 7月 20日 2017年 12月 12日 最終改正 田0法人会計基準協議会)によつています。

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法
日卸賓産の評●基準は、最終仕入原薔法による原薔法によつています。

(2)日定資産の減価償却の方法
有形固定資産の固定資産の減価償却方法は、建物及び建物付属設備は定額法、それ以外は定率法によつています。

(3)消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は税込経理方式によつています。
(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理
(5)消費税等の会計処理

2. 事業別損益の状況
(単

I 経常収益
1・ 1受取会費

2.l受取寄附金
3.1受取助成金等
4.I事業収益
5.:その他収益

l経常収益計

Ⅱ 常費用

人件費

給料手当

退職給付費用

法定福利費

福利厚生費

人件費計

その他経費

(1)

(2)

活動協力金

会場費

業務委託費・層問料

活動諸経費

印刷製本費

売り上げ原価

旅費交通費

謝金・交通費

広報宣伝費

通信費

消耗品

什器備品類

修繕費

水道光熱費

リース料

発送・運搬費

減任償却費

研修調査費

保険料

租税公課

手数料

事務所家賃

予備費

雑費など

10,529,400

0

111,640

122,100

16,210

0

268,793

164,000

0

37,634

87,960

0

0

37,753

348,720

122,792

91,926

19,920

0

0

137,358

0

0

0

184,049

2,640

111,638

12,192

2,109,2(X9

217,816

468.585

126,515

0

37,932

65,289

0

0

37,747

348,684

214,283

91,926

19,920

0

0

111,325

0

0

0

10,713,449

2.640

223,278

134,292

2,125,419

217,816

737,378

290,515

0

75,56(,

153,249

0

0

75,500

697,404

337,075

183,852

39,840

0

0

248,683

0

0

0

0

5,αЮ

186,288

0

460.670

242,398

16,136

10,713,449

7,640

409,566

134,292

2,586,089

217.816

979,776

306,651

0

126,765

249,228

0

0

125,835

1,162,344

795,199

306,420

66,400

0

0

895,217

0

0

3,6(XD

51,199

95,979

0

50,335

464,940

458,124

122,568

26.560

0

0

646.534

0

0

3,(K)0

事業部門計 管理部門 合計

国際協力等を行

うNGO・ 市民
団体への助成 。

研修・表彰等の

支援、及び綸

争・災害時の緊

急支援事業

国際協力及び社

会貢献等に関す

る広報、普及啓

発、教育研修及

び相互交流事業

その他目的を違

成するために必

要な事業

科 目

7,070,000

21,115,319

1,1∞ ,0∞

2,000,915

98.373

0

11.138,039

0

2,000,915

0

7,070,(Ю 0

9,977,780

1,100,(XК

0

98,373

4,017,760

97,α )0

0

0

0

0

7,120,279

0

1,903,915

0

18.246,153 31,385,1079.024.194 13,138,9544,114,760

3,812,427

4(К),(X)10

728,744

11,269

12,708,088

1,000,000

2,173,598

22,086

8,895,661

60K),0()0

1,444,854

10,817

4,447,830

300,0()0

722,429

5,410

4,447,831

300,0(00

722,425

5,407

15.9(D3.77210.951,332 4,952,4405,475.6(59 5,475,663



|その他経費計

饉常費用計

当 減額

3. 施設の提供等の物的サービスの受入の内訳

使途等が制約された寄附金等の内訳

使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通りです。
当法人の正味財産は55,294.562円 ですが、そのうち6,3∞,162 円は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約されていない正味財産は

“

,988,4∞ 円です。

5. 固定資産の増減内訳

6. 借入金の増減内訳

役員及びその近親者との取引の内容

役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

その他特定非営利活動法人の資産、負償及び正味財童の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必要な事項

事業費と管理費の核分方法

各事業の経費及び事業費と管理費に共通する経費のうち、給与手当、法定福利費、退職給与引当金、福利厚生、旅費・交通費、

印刷製本費、消耗品、業務委託費・顧問料、広報宣伝費、通信費、発送・運搬費、水道光熱費、リース料、什器備品費、修繕費、

減価償却費、保険料、手数料及び研修調査費については従事割合に基づき接分しています。

ワ

』

16.255.95612,016.206 4,159,75() 2,830,331 19,086.287

17.571.875 9.635,413 27,207.288 7,782,771 34,990.059

△ 13,457,115 △ 611,219 △ 14,068,334 10,463,382 △ 3,604,952

内容 金額 算定方法

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 備考内容

2.410.468ウクライナ緊急 2,898,568 11,900 5(X),000

505.40(0トルコ・シリア緊急 5()5.400

64,959 5∞,(厠Ю 238,9916パレスチナガザ危機 674,037

2.626.467能登半島地震 3,002,797 53,070 429,400

2,024,332 1,500,(X)0 524,832ミャンマー中部地震

3∞ ,∞●カンポジア緊急 85,0(X,

7,080,802 2,239,760 2,929,4(Ю 6,306,162合計

減少 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額科 目 期首取得薔額 取得

648,024 △

“

8,0″341,6(“ 306,420

648.024 △ 648,022341.604 306,420

有形固定資産

什器備品

無形固定贅産

該当なし

投資その他の資産

該当なし

合計

当期返済 期末残高科 日 期首残高 当期借入

合計

計算書類に計上

された金額

内、役員との取

弓|

内、近親者及び

支配法人との取

31

科 目

8,895,661

3.812,427

3,486,0(X)

1,494,000

4.980.(XX)12,708,088

(活動計算書)

事業費給与手当

管理費給与手当

活動計算書計

(貸借対照表)

該当なし

貸借対照表計

その他の事業に係る資産の状況



書式第17号 (法第28条目係 )

2025年 度 財産目録
事業報告用
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科 目 :会  饉 小  計 合  計

53.629.095

A"お C″o

欄卸資産

貯蔵品

，

¨

¨

¨
一量

¨

¨

¨
一会
¨
¨

一　̈
罰一罰一　一
″一̈一̈一クレジットヵ．‐一版̈

0

3200:
フ009:

19β 72

03

:   59

:   49

203.372 :

10.267

80,000:

■̈理9¨ :
30,00:

1,029,111 :

: 57,325.16フ

1,90289:

:   112.896

:¨4■6●3`J

I:,1,榊I
:        0

=…

111躙■

現金預金

5 629 095

■■嫌i……………………………………………………………………………………………
PCl :      1:

■………
………
「
:

(1)●影固定貴産
2

PC2

当 し

(2)摯 形固定資壼

(3)投資その他の■産

:A】 責 自 の 昴

固定資壼合計 ・・・0
:58.620.097【A】 贅 饉 合 計 ①+②

金

70,000 7

3:・738

25.138:
6.600:

312,88

1726.00 :
121:63ρ雇用

未払法人税

414.625

合計 414 625

退職綸付引当金 ¨̈2:91ユ1,!p.4¨
: 2.919.9:0

【B-1 の

2.019.910固定■■合計 ・・・④
3.334.515【B-1】 負 壼 合 ‖ ③+④

【8-2】 正 味 財 ● 合 計 【A】 ―【B-1】 : 55.294.562

2

7

77



書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

2025年度年間役員名簿 〈前事彙年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は層所土び
にこれらの者についての前事彙年度におけるは日の有無を口●した名■)

盤童』墾』」ニコL五△ヱニュZヨ」医亘塵樋L左」生2」LE生
=立

1 確認事項 (法第20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係)
口各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかにO

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間

(該当者のみに記入)
氏    名

1 監事

オオハシ マサアキ 2025年 4月 1日

2026.年 3月 31日

年  月  日

年  月  日大橋 正明

2 監事理事

エダキ ミカ
2025年 4月 1日

2026年3月 31日

年   月 日

日年  月枝木 美香

3 監事

カンダ ヒロシ 2025年4月 1日

2026年3月 31日

年

年

月

月

日

日神田 浩史

4 監事理事

クマオカ ミチヤ
2025年4月 1日

2026年3月 31日

年  月  日

年  月  日熊岡 路矢

5

スガハラ トモユキ 2025年4月 1日

2026年 3月 31日

年  月 日

日年   月菅原 智之

6 監事

セ ノ サ 2025年 4月 1日

2026年3月 31日

年

年

月

月

日

日瀬野 美佐

7 監 事

トオヤマ アキノプ 2025年4月 1日

2026年 3月 31日

年

年

月

月

日

日遠山 章信

8 監事

ナカヒラ リョウゴ 2025年 4月 1日

2026年3月 31日

年  月  日

年  月  日中平 了悟

9 監事理 事

ナカムラ エノ 2025年4月 1日

2026年 3月 31日

年:   月   日

41   月   日中村 絵乃

10 理 事 監事
フクダ コウジ 2025.年 4月 1日

2026年 3月 31日

年  月  日

年  月  日福田 行慈

⌒

Q亀

=′

監事



書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

11

ホンダ シズヨシ 2025年 4月 1日

2026年3月 31日

年

年

月

月

日

日本多 静芳

12

マツモ ト トモカズ 2025年 4月 1日

2026年 3月 31日

年

年

月

月

日

日松本 智量

13 監事

ミズタニ ヒロシ 2025年 4月 1日

2026年3月 31日

年  月 日

日年   月水谷 浩志

14 監事

モチダ カンシン 2025.年4月 1日

2026年 3月 31日

年

年

月

月

日

日持田 貫信

15 理 事
イクダ ミキ 2025年 4月 1日

2026年 3月 31日

年

年

月

月

日

日池田 未樹

16 理事
セキグチ ヒロアキ 2025年 4月 1日

2026年 3月 31日

年

年

月

月

日

日関口 宏聡

⌒

Q=ジ)監事

⌒

哩
=ノ

監事

事



書式第4号 (法第 10条・第 28条関係)
設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿 )

特定非営利活動法人_zニュム上:LL回1ヨ」L2重ユ」L12二2_

氏   名

1 菅原 智之

2 瀬野 美佐

3 遠山 章信

4 中島 大成

5 中平 了悟

6 福田 行慈

7 本多 静芳

8 松本 智量

9 水谷 浩志

10 持田 貫信

11 伊藤 信道




